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「経営情報システム」とは，業務遂行と意思決定の効率化や改善をはかろ
うとする意図をもって，コンピュークの援助を適切に受けることができるよ
うに設計された，情報の変換，計算，貯蔵，検索のシステムであるといえる。
この経営情報システムは，種々の情報処理課題をより適切に実行し得るよう
に，年々改善され発展させられてきている。
その進展は， コンピュークの CPUコスト低下， デーク貯蔵コストの低
下，デークベース言語の充実，会話型言語の改良などのコンピューク技術に
ついてのハードウェア，ソフトウェア両面での発展によってひきおこされて
きた。 しかしその背後の要因として， 人件費高騰による経営機械化のニー
ズ，不確定な環境のもとでの意思決定に役立つような情報システムの構築ヘ
のニーズなどが急速に高まってきていることがあげられよう。このような経
営環境の諸側面の変化に対応してく，経営情報システムが各方面について積
極的に展開されてきた。
現実の経営情報システムの各サプシステムの進展は，その他にも，各情報
システムの課題，情報システムのために利用できる資源，情報システムヘの
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全社的な期待やニーズ，情報システムヘの個々のユーザーの態度などの諸要
因にも影響されている。これらの影響関係がいかなるものであるかの分析も
重要であろう。
以上のような問題意識をもった上で，本稿は，経営情報システムが種々の
条件のもとでその条件に特有の展開を見せるとするコンティンジェンシー・
アプローチの立場をとる研究に着目し，それらを検討していくことをねらい
としたい。ここで諸研究の位置づけを行うための包括的なフレームワークと
して次のようなものを考えることができる。
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情報システム設計と利用の形態， 内容を規定する第1の要因は， 情報処
理課題である。情報処理課題とは，コンピューク化情報システムを用いて，
情報の変換，計算，貯蔵，検索を行う場合の対象となる課題である。それが
意思決定のサボートの場合は，どのレベルの意思決定をサボートするのか，
たとえば，戦略的，管理的，業務的のどのレベルの意思決定をサポートする
のか，によって情報処理課題は異なる。また業務の情報処理の場合は，それ
が取引業務であるとき，取扱商品の性質，取引相手の数などによって，また
管理業務であるとき，管理目的によって情報処理課題は異なる。そのように
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バラエティに富む情報処理課題が経営情報システムの設計，利用の内容を規
定する基本的な要因であろう。
また情報システムの設計と利用のし方を決定づける第2の要因は，情報処
理環境である。ここで情報処理環境とは，経営主体が情報処理課題を実行す
るときに，その実行および成果に影響を与える諸要因をさしている。したが
ってそれは情報処理課題が何であるかに依存している。戦略的意思決定のサ
ボートや取引業務の処理については，組織関係が情報処理環境をなしてい
る。その他，一般的には，使用する種々の情報機器の性能，デークの利用可
能性，情報システム利用主体の価値や，態度なども情報処理環境をなしてい
る。
種々の情報処理課題に応えるべく，種々の情報処理環境の反応を考慮に入
れながら，情報システムの設計と情報システムの利用が行われていくであろ
う。そこで，情報システムがいかなる成果をあげているかどうかが次に問題
とされる。
経営情報システムの成果は，まず第1に情報処理効率で測定されるが，他
方その情報システム化によってコンフリクトを生じなかったかどうか，速や
かな展開がなされたかどうかも問われる。ただし何よりも情報システムの成
果は，それが経営全体に貢献している有効性で測定されなければならない。
つまり情報システムで作り出され，見出された情報が経営全体のために活用
され，高い成果に結ぴついているかどうかが重要であろう。
以下において，従来の経営情報システムをめぐる議論をとりあげ，それら
がこのフレームワークのどの部分に焦点をおいているのかを明確にしながら
検討していきたい。
r 情報処理課題と経営情報システムとの関連
1. 問題意識と分析フレームワーク
ある種の情報処理課題を処理するために，特定のタイプの情報システムの
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構築の設計が意図されるのではないか？。このような問いに対する解答を，
ウィスラー (T.L., Whisler)は，特定の情報処理課題に対してどのような
情報システムが設計されるべきか，あるいはされることが多いかという形で
(1) 
論じようとしている。その分析のフレームワークは図ー2で示されるような
(2) 
ものである。情報処理課題の諸類型が設定され，各情報処理課題に対し，組
織，人間，コンピュータの組み合せの形態とそれらの相互作用が適切に設定
されると考えられている。
情報処理課題の諸類型は，情報処理課題特性の三要素を特定化することに
情報処理課題
・不確実性の程度
・決定の反復度
・情報処理量
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より見出されている。情報処理課題特性の三要素と考えられているのは，決
定における不確実性の程度，決定の反復度，情報処理負荷などである。これ
らの特性をもつそれぞれの情報処理課題に対して，人間，組織，コンピュー
(1) Whisler, T. L. (1975J, "Man, Organization and Computer -A Contin-
gency Analysis," in Grochla, E. & N. Szyperski, Information Systems and 
Organizational Structure, Walter de Gruyter, 1975. 
(2) Whisler, T.L.,〔197的 p.246参照。ここに示した図は， Whislerの主張をよ
り明確にするため，われわれが修正を加えたものである。
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タがそれぞれ情報処理，意思決定を行う上でどのような補完，代替の関係に
あるのかを見きわめて組み合わせられると考えられている。
2. 情報処理課題の各次元
a) 不確実性
情報処理，ないし意思決定を行うときの不確実性は， J.D.トンプソンに
よれば，因果関係についての不確実性と結果の選好についての不確実性とに
(3) 
区分することができる。ただし経営の場における多くの情報処理の通例とし
て，結果の選好についての不確実性が除去されていることが多いとする。そ
こで， 目的が特定化され， 効用構造も明確化された後にも存在するような
「因果の不確実性」を情報処理課題特性の第1のものとしてとりあげること
(4) 
にする。
b) 反復度
同種の情報処理課題が繰り返し処理される度合いを反復度と呼ぶことにす
る。この反復度の水準に応じて，コンピュータ利用のしかたが質的に異なっ
たものとなることが考えられる。それは種々の情報処理課題のコンビューク
使用の経済性に差異があるからである。反復度の低い情報処理課題について
コンピュータ化を行うならばそのための分析やプログラミングのコストが相
等額に達するので，コンピュータ化への態度が消極的なものになるだろう。
このように情報処理課題の反復度が，コンピュータ化の1つの鍵となる特性
であると言える。
C) 情報処理負荷
ある情報処理課題において処理すべき情報量の水準を情報処理負荷と呼ぶ
ことにする。すなわち，大量情報処理を行う場合にコンピューク化の有効性
が最も典型的に発揮される。この情報処理負荷の水準も，各情報処理課題の
コンピュータ化に対して基本的な影響をもたらす特性の一つといえる。
(3) J. D. Thompson, Organization in Action. Free Press, 1967 p. 86参照。
(4). T. L. Whisler (1975) pp. 257-258参照。
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3. 情報処理課題の諸類型
以上で示した不確実性，反復度，情報処理負荷，という三つの特性につい
ての二分法の組み合わせにより情報
処理課題を，八つに類型化すること
図ー3
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1) コンピューク利用は1や1の羹荷低 皿 w 頂□ 
クイプの情報処理課題に対して
最も一般的であり胃や冒のクイプの情報処理課題に対しては余り見られ
ないだろう。
2) 意思決定のための応用という側面は， I. I, 1, 1Vの情報処理課題
について典型的に現われ， 純然たる情報処理に対する適用という側面
は， I， 1, v, nなどの情報処理課題について最も典型的に見られる
であろう。
3) 個人や集団に代えてコンピュークを使用しようという傾向は I.I, 
Vというタイプの情報処理課題（高い情報負荷と高い確実性あるいは高
い反復度）で最も強く見られるであろう。一方，コンピュークが人間を
補完するという傾向は， I,1Vというクイプの情報処理課題（高い不確
実性と高い反復度）で最も強く見られるだろう。
4. 各情報処理課題における情報システムの諸要素のあり方
さらに，個々の情報処理課題に対して，コンピューク利用とその組織的帰
結などに関する予測が提出されている。その内容は表ー5に示されるような
(7) 
ものである。その表において，各行は特定の情報処理課題を示している。一
(5) Whisler, T. L., (1975) pp. 261-265参照。
(6) Whisler, T. L., (1975) pp, 262ー 2糾参照。
(7) Whisler, T. L., (1975) p. 262参照。
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方，各列は情報システムの各要素を示している。たとえば， A列は情報処理
課題のクイプを示し， B列はそのような情報処理課題の実際の例を示してい
る。また，各情報処理課題に対して想定される特有の個人の限界がC列に示
されている。そして， D列とE列において，この個人の限界に対処するため
の組織的対応およびコンピューク使用による対応が述べられる。更に， F列
では，コンピュークが個人およぴ組織に対して代替物または補完物として作
用するときの機能が述べられ， G列では組織構造への影響が述べられ， H列
(8) 
で組織成果への影響が述べられている。
5. 意義と含意
以上のような議論の意義と含意はどこに求められるであろうか。全般的な
含意としては，情報処理課題の類型毎に，情報システムの各要素のあり方が
異なるということの指摘がなされたことがあげられよう。そして，そのよう
な指摘をふまえるならば，情報システムの構築にあたって，情報処理課題の
分析をまず行うこと，そして，各側面についてそれに適合した対応をとるべ
きであることが示されたといえよう。 ・一の理想的なコンピューク
化のパターンがあるわけではないということである。
情報システムの各要素的側面については次のようなことがいえよう。まず
第1に，コンピューク化システムが組織構造へ専門化を促すという形で典型
的に硯われるのは， Iのクイプの情報処理課題の場合であろう。この Iとい
うクイプの特色は，不確実性が低く，情報負荷が高く，反復度も高いという
ことである。このクイプの情報処理課題のコンピューク化は相当な組織の専
門分化という形の構造変化をもたらすであろうが，このような対応が，その
他のクイプの情報処理課題への対応としてはうまくいくという保証はない。
また第2に，コンピューク化が組織構造に対して与える影響は，それが組
織成果の改善に対してもたらすものより強いだろう。コンピュークが組織変
化をもっともひきおこしやすいクイプI情報処理課題は局地的なものである
(8) Whisler, T. L., (1975) p. 264参照。
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処A理情課題報 B 例 I C 個人の限界 I D 組織の対応
大量生産，大量輸 機構の整備，職務時間の幅，知識，
I 送についてのロジ 専門化，サンプリ
スティック計画 エネルギー ング
ジョプ・ショップ
姑祖閥貸砧‘品
Iと同様，複数の・スケジューリン
N グ，ポートフォリ 判断者，確率モデ
オマネジメント， ル，委員会学生入学事務
物的プロセス Iと同様 Iと同様（その必
]1[ 
コントロール 要性はより低い）
Iと同様 委員会，確率モデ
1V ？ 
ル，複数の判断者
， 単品生産について
のロジスティック Iと同様 一時的プロジェクv 計画，ェンジニア ト・チー ム
リング設計
大規模計画への価 Iと同様 一時的プロジェク
＂ ト・チーム，複数格づけ の判断者を含む
なし 不必要
頂 ？ 
活動代替案の診断
圃 ？ と評価において情 複数の判断者報を結合するとき
の柔軟性
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E コンピュークに F コンピュ’→| 影G響組織構造への 影H響組織成果への
よる対応 による代替・補完
サイバネティックシス
知覚とあり，個ク悶人スとク 定人の則階員の渥の層変減．化椒（少虐部，．意久門少化思的決数原） 攣螂け情報る改処性善理＇とこ速お度けよにびる棗おテム，ラージ・ファイ 換にと以意つ外思い決のて
ル，デーク通信設備 組織に代替
ラージ・設フ備ァイ変ルソ｀會•換，ュ デ
て闘理給個ク人紘スをと悶ク組嗜に織つ砕を縁い補？て完． • 
信頼性と速度におーク通信 ， プ 事務員の数の減少 ける改善，情報処ログラムヴィ ア
ルディス，プレイ，シミ （恒久的） 理における費用削ュレーション（会話型 減，より良い決定システム）
信頼性が特に重要とな Iと同様 Iと同様，しかし
らない限り，不必要か 1と同様
（規模は小さい） 信頼性が優先つ非経済的
シミュレーションプロ 診断的評価におい よりよい決定
グラム，その他変換プ て個人と組織を補 なし
ログラム（会話型） 元ヽ
標準的な変換プログラ 小量の事務員との
ムを用いてのデークの 代替
事務員の数の減少 速度と信頼性にお
バッチ処理 （一時的） （経過的） ける改善
適当なデータ通信設備
があれば，標準的変換
Vと同様 Vと同様 Vと同様
プログラム
不必要
情報処理＝不必要
意思決定＝実行不可能
出所： Whisler,(1町5)p. 263 
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ことが多いからである。一方，成果への影響は 8つの情報処理課題のうち，
6つの情報処理課題について期待されるからである。
第3に，各情報処理課題の実行にあたってコンピューク化についてのハー
ド面は，コンビューク，端末機，通信回線システムの編成に関するかなりの
差異をもたらすだろう。その相遮はまず，ハードウェア設備，次にプログラ
(9) 
ムのクイプ，そして相互作用のモードなどにも現われるであろう。
このように，現代の経営組織運営のコンピューク化は，情報システムの各
要素的側面での多様な対応を要請している。このような対応を効果的に行う
ためには，情報処理課題が，情報処理に重点があるか，意思決定に重点があ
るかの程度，情報処理課題の情報処理負荷，反復度，そして不確実性の程度
の差異によってコンピュータ利用の各側面が異なることを把握しておくこと
が必要であろう。そのような検討をもとに，コンピューク化がもたらすであ
(10) 
ろう事態については，次のようなものがあげられている。
1. ある個人がいくつかの類似した情報処理課題を遂行している幾人かの
内の一人ならばコンピューク代替に直面しやすいであろう。
2. 組織の周辺部，情報の内部への取入口に当る所で働いている人は，実
際上情報処理課題の実行業務の再組織化に直面するが，コンピュークへ
の代替にはさらされないであろう。
3. クイプ1とクイプ・1Vを伴う情報処理課題を担当する人（典型的には，
スクッフ部門）は意思決定をする際にコンピュークを会話的に用いるこ
とを学習することを要するような情報処理内容の変化を経験するであろ
う。
4. 組織内の情報処理業務について，垂直的専門化が行われるのが遥例で
あるとすると， トップは通常，＂および VJ][の情報処理課題を実行するよ
うに専門化されている。したがって，彼らの情報処理活動の内容は，コ
(9) 包括的な，コンピュークー，端末機，通徊回線システムについてのクイボロジ
ーの必要性が Whislerによって主張されている。
(10) Whisler, T. L., (1975) p. 264参照。
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ンピューク導入の結果によっては，ほとんど影響を受けないだろう。
個々の情報処理課題に対する経営情報システムの各要素的側面での対応を
のべ，コンピュータ化が展開されたときの影響が述べられた。このような議
論から，経営のコンピューク化についての含意を導き出すためには，現代経
営のコンピューク化がどのような情報処理課題の組合せから成り立っている
のか，あるいは特定の種類の課題を主に取り扱っているのかを検討しなけれ
ばならないだろう。
この点について初期のコンピュータ使用は，人間行動への代替という結果
を生むようなクイプI,Ilという情報処理課題に対して，主に適用されてい
(11) 
たということができよう。ただし最近では管理者の業務として，ますます不
確実で非定型的な決定に対してコンピュークを適用していくことがふえてき
ている。このような情報処理課題は，コンピュークを人間活動に対する補完
物とさせるようなシステム設計をもたらす。したがって，管理者に対する適
当な教育訓練は，しだいに，個人の意思決定における認知的側面，集合的意
思決定プロセス，意思決定におけるコンピュータとの会話型相互作用などに
ついての理解に強調点をおくようなものになるだろうと考えられている。
このように従来の議論が特定の情報処理課題のコンピュータ化についての
ものであるということを言うだけでなく，各情報処理課題の様々なクイプに
応じて，情報システムの諸要素がどのような展開を見せるかの明確化を行い
つつ，将来の動向に言及しているところにウィスラーの分析の意義が腿めら
れるであろう。
皿 経営情報システムの利用と成果との閲連
1. 問題意識と分析のフレームワーク
次に，われわれの示したフレームワークの中で，経営情報システム利用と
(11) そのような情報処理課題に対するコンピュータ化が，何故，初期になされたか
といえば，そのような決定状況ではコンピューク化により得られるであろう成果
収益の確実性に問題があろうとも，コンピューク化のコスト節約がかなりの信頼
性をもって達成されるように見えたからであろう。
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成果との関連に眼を向けたい。ここで，成果とは，便益と費用との差ないし
比から計算されるものであると考えることにする。コンピューク化経営情報
システムは業務の迅速な遂行，人員の削減，より良い意思決定など様々なメ
リットをもたらすであろうが，反面，無視しえない額のコストを要求するも
のである。そこで経営情報システムのコスト／ベネフィット（費用／便益）
について常に関心がもたれてきた。ただし，その費用／便益は，情報処理課
題や情報処理環境の差異によって，異なるであろう。それらをふまえて，様
々な情報処理課題と情報処理環境のもとでの経営情報システムの利用と成果
との関連性はいかなるものであろうか，との問いが提出されよう。
このような経営情報システム利用と成果との関係についての問題意識をも
った分析が H. Jレー カス (H.Lucas)によってなされている。彼の議論を
検討することによって経営情報システム利用と成果との関連を解明する手が
かりとしたい。
(12) 
ルーカス (1975)によると経営情報システムの利用と成果との関係は複雑
で二方向的なものであるとされる。経営情報システムの利用には，問題発見
と問題解決の二つのタイプのものがあるからである。問題発見のために経営，
情報システムが利用されるときとは，しばしば経営成果が不満足なものであ
＇るときであろう。低成果が情報システムの利用の頻度と便益を高めるよう作
用しているかもしれない。一方，問題解決のために情報システムが利用され
るときを考えると，問題がよく構造化されている場合には，高い頻度の情報
システムの利用が高い成果と結びつくという硯象が見られるかもしれない。
このように経営情報システムの利用と成果の関係は二方向的なのである。
ルーカスは，このような経営情報システム利用と利用者の成果との二方向
的関係が，種々の情報処理課題と情報処理環境とによってどのように影響さ
れていくのかについて，図ー4で示すようなフレームワークのもとに実証研
(12) Lucas, H. C., "Performance and the Use of an Information Systems" 
Management Science, Vol. 21, No. 8, April 1975参照。
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(13) 
究を行った。このフレームワークの特色は，システムの質や状況という情報
処理課題に関する要因や，個人の態度，知覚という情報処理環境に属する変
数の影響をともに明示的に分析にとり入れようとしたことである。このよう
なフレームワークのもとで，成果，情報システムの利用，状況，決定スクイ
ル，態度，知覚，などの諸変数の相互関連が分析された。
図ー4 Jレーカスの研究フレームワーク
2． 成果および情報システム利用
a) 成果
状況(S)
および
個人的要因
(I) 
前述したように，成果は便益とそのために必要な費用との差によって決定
される。ところで便益は，情報システム利用およびそれをふまえてなされる
分析的行為の結果として得られる。ただし，その結果は，状況要因たとえば
在任期間や，セールスマンの年令や教育等の個人的要因によって影署されう
る。また，個人の情報システムに対する知覚や決定スクイルによっても規定
(13) Lucas, H. C. (1975) pp. 910ー 911参照。
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される。他方，費用がこれらの変数によって規定される側面は明示的にはと
り扱われていない。ともかく，これらの変数が，情報システム利用と成果の
関係についての回帰分析を行うときのコントロール変数となる。
利用の各変数が成果を規定する反面，他方で，利用者（企業，利用部門，
個人）の成果が，情報システム利用の頻度やその方法の前提や背景と考えら
れる場合もある。
b) 情報システムの利用を規定する要因
情報システムの利用は，個人的要因や状況要因に依存する。たとえば若年
層，および高学歴の人の場合，情報システム利用に対して積極的であるが，
壮年層の人の場合，消極的で直観にたよりがちである，というような差があ
るかもしれない。また，情報システムの利用は，システムについての態度，
知覚にも依存する。その他，当該利用者の成果の状態によって，情報システ
ムの利用の方法と頻度は異なったものになるであろう。
C) 情報システム利用と成果との関連
分析フレームワークの説明においても言及したように，情報システムの利
用と成果との関係は，二方向的なものであり複雑である。当該利用者の成果
が，情報システムの利用の程度を決めると同時に，情報システムの利用の程
度が成果に影響を及ぼす。そのような関係を分析的にとらえてみよう。
当該企業の成果が情報システムの利用のあり方に及ぽす影響は，次のよう
(13) 
な関係式で示される。
U=f(P,S,I,D,A) 
（記号） U；情報システムの利用
P；成果， S；状況， I；個人的要因
D；決定スタイル， A;態度
(1) 
この式において，課明変数の効果が線形であるとして線形回帰分析を行え
ば，各変数の係数が，その効果を示すことになる。そのとき当該利用者の成
(13) Lucas, H. C. (1975) p. 911参照。
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果(P)の係数はどのような値になるだろうか。すでに述べたように，利用者
の成果が目標を下回っているような低成果のとき，問題発見的に情報システ
ム利用が行われるかもしれない。このような側面から見るならば，（1）式の情
報システムの利用cu)についての成果(P)の係数は負であると予想される。
次に情報システム利用が成果を規定するという側面についての一般的関係
(14) 
式は，次のような式で示される。
P= f(S, I, D, U) (2) 
ここで考えている，情報システム利用は，代替案を評価し，それを実行す
るために用いるような「問題解決」的なものである。この場合，問題が良く
構造化されたものであれば，経営情報システムの利用(U)が，問題解決に寄
与し，高成果に結びつくであろう。そこで，成果(P)についての情報システ
ム(U)の係数は正であろうと想定される。反面，問題がうまく構造化され得
ないものであるとき，情報システムの利用(U)にもとづく情報が，問題解決
に十分ではない場合が多い。そのとき成果(P)についての情報システムの利
用(U)の係数は負となるであろう。情報システムの利用が，成果に対する正
の効果を生みえないのである。
このようにJレーカスは，意思決定者の直面する情報処理課題の特性が，成
果に及ぼす情報システムの利用の効果を規定するだろうと仮定しているので
ある。
3. 研究対象
ルーカスが以上の問題意識をもってとりあげたのは既製服メーカーの販売
情報システムである。そこで，従業員各人が自分の仕事の中でその販売情報
システムをどのように利用しているかが調査された。そしてその利用のし方
と成果の関連が様々の個人の態度，状況要因，などの影響のもとにどのよう
な硯れ方をするかが検討された。
(14) Lucas, H. C'. (1975) p. 911参照。
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研究対象となった既製服メーカーの卸売問屋に対する販売組織は，次のよ
うなものであった。すなわち販売部長 (Salesmanager)のもとに，各地区
毎の顧客を割り当てられた第1線営業担当の販売代表者 (Salesrep!enta-
tives)がおかれている。彼らには， 割り当てられた顧客に対する販売活動
を行う職能が与えられ，その成果に対する責任を付与されている。彼らの売
上が目標を超過した程度に応じてより高い報酬が支払われる。
アカウント・エグゼクティプとよばれる職種の人々も販売部長のコ
ントロール下にある。彼らは，広告代理店と製造業者の間に立って，割り当
てられた製品グループについての販売ボリシー決定をしていく職能に従事し
また，
ている。以上のような販売組織を図示すれば次のようになる。
図ー5
I-＇ 区域別 ' '1 =・:.: _.J I , 1 
L-
製品グループC----------J 
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この既製服メーカーの部門構成は，取扱い製品グループ毎に 3つに分けら
れている。部門Aが，この企業のブランドの確立した製品グループを扱い，
また部門Bが最新の製品であるスボーツ・ウェア製品を扱う部門である。部
門Cがファッション性を持った婦人服を扱い，もっとも不安定な環境に直面
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している部門である。その部門の市場は変動的であり，他方，利益額の成長
がさほど見られない。このような各々の部門の特性は表ー1に示されるよう
なものである。
このような既製服メーカーの販売情報システムがとりあげられ検討され
る。販売情報システムヘの情報インプットは販売代表者からの注文およびそ
表ー 2 製品部門特性
部門lサ:;,t-1市
A I 145 安
場は畠腐圃委茎受摩濤圃塁房盆闊嬰合棗旦I霊喜の
定 56 I 39 I 63 I 306 I 24% 
B I 65 23. I 10 I 94 I 175 I 4% スポー ツウェア
C I 24 婦人服 101 8 1431 33I 9% 
れを出荷情報システムで処理して得られた情報である。このような情報の処
理プロセスは次のようなものであろう。
図ー6
集計・分類
注 文 過去12か月にわたる
→販売情報システム → 
出 荷 区域毎，得意先毎のレボート
一方その販売情報システムのアウトプットは，セールスチームの各人担当
の得意先別，月毎の販売レボートである。各購入者についての，各製品ライ
(15) 
ン毎の過去12ヶ月にわたる販売デーク情報も報告される。
これらの詳細なデークが，販売代表者に配分される。そして，販売代表者
に対するのと同じアウトプットデークが，アカウント・エグゼクティプにも
配られる。一方，地域ごとに集計した情報が，販売部長に配布される。
4． 実証研究上の変数
. (16) 
この実証研究における諸変数は，表ー2に示されたようなものである。そ
(15) Lucas, H. C. (1釘5)pp. 909ー 910参照。
(16) Lucas, H. C. (1町5)pp. 912-913参照。
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のデークが，コンピューク・ファイルの分析から得られたものと，販売代表
者やアカウント・エグゼクティプに対する質問書への解答からえられたもの
とに分けられる。
表ー3 諸変数リスト
変数クラス 1記号 I 変 数 | ソ ． ス
成果 I p 1 j 1912年度総帳簿記入額 Iコンピュークファイル
状況 S1 得意先の数 コンピュークファイル
S2 購買者の数 “ S 3 受持ち区域の担当期間（月） 質問書
S4 在職期間（月） / 
個人的要因Iい年令
I2 教育水準
I個人的“記録
システムの利用 U1 顧客についての調査 質問書
U2 購買者，得意先についての調査 I/ 
U3 一般的進歩の調査 “ U4 今年と昨年の対比の要約 I/ 
U5 計画の設定 “ U6 キャンセル調査 I/ 
決定スクイル D1 記録指向 品目についての記録 質問書
D2 販算売レボートデークを用いての計 I 
態度と知覚 A1 アウトプットの質 質問書
A2 コンピュータの港在的可能性 I 
A3 経営者によるコンピュータの支持 “ 
成果変数として選ばれたのは，販売情報システム・ファイルから得られた
1972年度の帳簿記入総額である。
次に情報システムの利用に関する変数は，各々の状況毎，各々のシステム
毎に特有なものとなるであろう。そこで販売情報システムの販売レボートの
利用実態についての質問への解答が分析され，各部門毎に情報システム利用
に関するどのような因子がみられるか因子分析が行われた。その結果，部門
Aと部門Bについては，同様な因子が見出だされたので，両部門については
経営情報システム設計と利用，展開の規定要因（広田俊） （251)79 
情報システム利用の様態は同じ合成変量を用いて記述される。部門Cにおい
て，若千異なる因子が見出されているので情報システム利用のあり方を示す
合成変量の幾つかは， A,B両部門と異なった項目から構成されることにす
るが，多くの合成変量は，各部門について，ほぼ同じ内容を有しているとさ
れる。
たとえば質問書の中の一群の項目を合成して，被験者が，顧客についての
貯蔵された販売情報を用いる程度を示す合成変量(U1)が作られる。 その他
一般的な進歩を示す合成変量として，目標に対する硯実の薄価，昨年の出荷
に対する今年の出荷，などについての情報システムの利用の程度を示すスケ
ルー(U3)が作られている。
次に，決定スタイルを表わす変数としては，各被験者が品目水準について
の記録をとっているか(Dふ また販売レボートの数字を用いて， 自ら計算
を行うかどうか(Dりなどが想定されている。
また，販売情報システムに対する態度を示す変数としては，まず第一にア
ウトプットの質についての態度に関する合成変量が，販売情報システムによ
ってもたらされる情報のクイミング，正確さ，有用性などについての質問か
ら合成される。そしてコンピュータの渚在的能力についての態度に関する合
成変量は，販売活動へのコンピュータ利用の港在的可能性についての，被験
者の知覚をたずねた二つの質問から合成されている。
5. 結果
情報システム利用の諸形態と成果との開係を発見するために，逐次法回帰
(17) 
分析が行われた。逐次法回帰分析とは，ある変数の決定要因として説明力の
ある変数を 1つづつ追加していき， その説明力がある一程水準を下回われ
ば，変数の追加をやめるという形での回帰分析である。したがって説明力を
(17) Lucas, H. C. (1975) pp. 913-918参照。ここでの逐次法回帰分析においては
新たに導入される変数がもはや0.10水準で有意でなくなるとき分析が打ち切られ
ることとされている。
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もたない変数の効果は計算から除外される。その結果は，次のようなもので
あった。
(1) 販売代表者の成果
販売代表者の成果を規定する，いくつかの説明変数の効果を，逐次法回帰
(18) 
分析で求めた結果が，表ー4で示される。
販売代表者について，需要が安定的な部門Aや部門Bにおいては，情報シ
・ステムの利用は，成果に有意な開係を持たない。そのことは，部門A, Bに
関して， 情報システム利用に関する U変数が現われていないことからわか
る。一方，婦人服を取り扱う部門Cのように変動的な部門においては，顧客
についての調査という形での情報システムの利用が，成果に正の効果を持っ
ている。それは，部門Cにおいて， U1の回帰係数が0.27とプラスの値を示
し， t-値も1.41とかなりの有意性を示していることから推察できる。
また各部門において，得意先の数が少ない程，より高い成果が得られてい
る。この事は，より少数の大規模な得意先を持っている部門について，その
情報システム利用の成果が高いということからくるのであろう。また，在臓
期間は一貫して，成果に正の効果を持っている。より年長の販売代表者には
より良い地域や得意先が配分される，という事情が与っているのかも知れな
ぃ．，とルーカスは見ている。
(2) アカウント・エグゼクティプの成果
アカウント・エグゼクティプについては，多くの情報を直接顧客から得て
いる場合が多い。彼らとのインタビューにおいても，品目レベルでの詳細な
情報を彼らが必要としているということが指摘されている。つまり，販売情
報システムによって提供される製品ライン情報はアカウント・エグゼクティ
ブには，必ずしも適切なものではない。このような場合，情報システムの低
度の利用が， むしろ高成果をもたらしているであろうと想定されるのであ
る。そのような想定に対して，彼らの成果を規定する要因についての逐次法
回帰分析の結果は，どうなるであろうか。
(18) Lucas, H. C. (1975) p. 914参照。
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表ー4 販売代表者の成果への回帰式
I 変 数 I胃晶虚 t—値 I~数値，決，サ定ン係プ数ル
部門A 釦得意先数 -0.30 (2.31**) F =6.05* 
紅購入者数 0.35 (2.64***) n >=104 
S4販売代表者の在職期間 0.32 (3.51***) R2=0.19 
D1品目についての記録 0.16 (1. 78**) 
部門B 紅購買者数 ・ 0.28 (2.03**) F =4.33* 
s4在職期間 0.19 (1. 37*) n =43 
い教育水準 0.28 (2.0~**) R2=0.31 
D2販売レボートデータについての計算 -0.21 (1.47*) 
部門C S2購買者数 -0.24 (1.3) F =4.45** 
S4販売代表者の在職期間 0.39 (2.24**) n =24 
U1顧客についての調査 0.27 (1.41*) R2=0.30 
*P<0.10 **P<0.05 砕＊P<0.01-P<0.001で有意（片側検定）
表ー 5 アカウント・エグゼクティプの成果への回帰式
I 変 数 1 標回帰準係化数 t—値 IFル—数値決，定サ係ン数プ
部門A S1得意先数 -0.37 (2.55***) F =6.35*** 
S2購買者数 0.48 (3.75****) n =41 
S4アカウント・エグゼクティプの在職 0. 26 (1. 78**) R2=0.46 期間
U1顧客についての調査 -0.16 (1.24) 
U4今年と昨年の対比の要約 -0.32 (2.31**) 
U6キャンセル調査 0.32 (2.29紐）
部門B 釦得意先数 -0.26 (1.88**) F =6.76*** 
S3受持ち区域の担当期間 -0.26 (1.51*) n =22 
S4アカウント・エグゼクティプの在職 ・ 0.20 (1.21) R2=0.66 期間
D2販売デークについての計算 0.14 (0.94) 
U2購買者，得意先についての調査 -1.28 (1.50*) 
U3一般的進歩の調査 0.29 (1.63) 
U4今年と昨年の対比の要約 -0.21 (1.31) 
U5計画の設定 -0.09 (0.40) 
*l<O<lO 砕 P<0.05 -I <0.01 砕砕D<0.001で意（片側検定）
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その結果は表ー5に示されているが，予想通り，多くのクイプの情報シス
テムの利用が成果にマイナスの結果をもたらしていることが見出だされてい
(19) 
る。ただし，利用目的がキャンセル調査か，一般的進歩の調査に向けられて
いる場合には成果に対してプラスの効果をもっていることが見出だされてい
る。
(3) 情報システム利用
前述したように，低成果が，問題解決のための情報システム利用を促進す
ることがありえる。たとえば， U3（一般的進歩の調査）， u,（昨年と今年の
対比の要約）， U5 （計画の設定）， U6（キャンセル情報の調査）などの情報
システム利用はユーザーに問題の所在を教える役割を果たすものと・されてい
るが，それらは利用者が低成果のときにより多く利用されるであろう。特に
部門AおよびBにおいては，販売代表者がその成果をコントロールする手段
をほとんど持っていなかった。そこでは，キャンセル対策が，成果に影響を
与えうる唯—の手段であった。そのようなばあい低成果が，キャンセル調査
としての情報シ・ステム利用の有力な説明変数となるであろうことが予測され
る。その他にも，状況要因，人間要因，決定スクイル，態度変数も，情報シ
表ー 6 部門Aの販売代表者 (n=104)の情報システム利用への回帰式
被説明変数 U1顧客調査 被説明変数 U2得意先についての詳細調査
説明変数 1 標回帰準係化数 t—値 I 説明変数 1 標回帰準係化数 t—値
S1得意先数 -0.23(2.53*＊）― S3受間持・区域の担当期 -0. 38 (5. 02****) 
D1録品目についての記 0.16(1.79**) い教育水準 -0.09(1.24) 
A1アウトプットの質 0. 31 (3. 46***) A1アウトプットの質 0. 25 (3. 08***) 
A2コンピュークの港 0.31(4.01****) 在能力
A3経営者の支持 0.14(1.90**) 
(d. f.) (3,101) (d. f.) (5,99) 
F 8.76**** F 21.33**** 
R2 0.21 R2 0.52 
(19) Lucas, H. C. (1975) p. 916参照。
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被説明変数 U3一般的進歩の調査 被説明変数 U4,今年と昨年の対比の要約
説明変数 1 標回帰準係化数←値 I 説明変数 I 冒品it—値
P1総帳簿価格 -0.15(1.84**) S2購入者数 -0.20(2.21**) 
S4受期持間ち区域担当 -0.27(2.55***) S3受間持ち区城担当期 -0.25(2. 77***) 
い年令 0.13(1.25) A8経営者による支持 0.22(2.45***) 
D1録品目についての記 0.14(1.71**) 
A1アウトプットの質 0.38(4.24****) 
A2コンピュータの港
在能力 0.18 (1. 90**) 
(d. f.) . (6.98) (d. f.) (3.101) 
F 10.10**** F 6.89**** 
R2 0.38 R2 0.17 
被説明変数 U5計画の設定 被説明変数 U6キャンセル情報の調査
説明変数 1標回帰準係化数じ値 l 説明変数 I 胃晶虚 t—値 I
I 
釦得意先の数
S3受間持ち区域担当期
S4在職期間
D・2販た売計算デークを用い
A1アウトプットの質
A2コンピュークの溶
在能力
(d. f.) 
F 
R2 
-0.25(3.32***) 
0.22(1.63*) 
-0..45（3.35***) 
0.19(2.62***) 
0.34(4.25****) 
0. 21 (2. 66***) 
(6.98) 
17.28**** 
0.51 
P1総帳簿価格
S4在職期間
,I 1年令
A1アウトプットの質
A3経営者の支持
(d. f.) 
F、
R2 
*P<0.10,**P<o.os;***P<0.01,砕蕊P<0.001
-0.19(1.94**) 
-0.17(1.47*) 
0. 20 (1. 77**) 
0.24(2.48***) 
0.18(1.85**) 
(5.99) 
4.87**** 
0.20 
ステム利用を決定する要因として分析に導入された。それらの説明変数によ
(20) 
る分析結果が表ー6で示されている。それによると，予測通り，低成果が，
l 
情報システムの各種の利用を説明することがわかる。特に，今年と昨年の対
比の要約 (U4)を除いた利用変数のそれぞれに対して， 少なくとも部門Aに
(20) Lucas, H. C. (1975) p. 917参照。
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関しては説明力をもっている。もっともその説明力はかなり弱い。
また， コンピュークアウトプットヘの積極的な態度(A1), 高い経営者の
支持の知覚（ふ）， コンピュークの諧在的可能性(Aふ これらのすべては，
より高い頻度の情報システム利用を説明している。そして，これらは，みな
正の効果を示しているが，ルーカスによれば，部門Cにおいては，負の効果
を示すものがあるとされる。
他方， 状況要因の情報システム利用への効果は， 各部門毎に異なってい
る。より多くの得意先をもつことが高い頻度の情報システム利用をもたらし
ている場合もあるし，逆の場合もある。その他，販売の仕事の経験が少ない
セールスマンほど，高い頻度の利用を示していることが見出だされる。新米
のセールスマンは，彼らの顧客や，上役のことについてよりよく知るために
情報システムを利用するからかもしれない。ただし，部門Cにおいては，ょ
り長い在任期間が，より高い頻度の店頭での利用(U1)をもたらしていること
が見出だされている。在任期間の継続とともに，ある種の学習効果が生じ，
顧客に対して情報システムを利用することに自信が増してきているためかも
しれない。
また，品目レペル毎に記録をつけるという決定スクイルが，ある場合には
低い頻度のシステム利用をもたらし，別の場合には高い頻度の利用をもたら
している。あるクイプのセールスマンは，自分で記録をとり，情報システム
を全く利用しないが，他のセールスマンは大口のものについてだけ記録をと
り， より小口の得意先についてのみ情報システムによる情報を利用してい
る，ということからきていると思われる。
6. 含意
これらの情報システム利用と成果の関係についての研究から， 人間， 状
況，決定スクイル，などの様々なあり方が情報システムの特有の利用を決定
するということがいえよう。したがって，様々のユーザーのニーズを支える
ために，よりフレキシブルな情報システムが要求されるといえるであろう。
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すなわち多様な情報システムのユーザーに対して異なったフォーマットのア
ウトプット，異なったレベルの要約などを提供しうるシステムが必要である
といえよう。たとえば，販売代表者の場合，需要の変動的な婦人服のケース
に対してのみ，情報システムを用いることが成果に貢献した。一方，アカウ
ント・エグゼクティブにとって，情報システムの利用は成果に対してプラス
の効果を見出せない。それは，販売情報システムのコンピューク・アウトプ
ットの内容が，彼の業務内容にとっては粗すぎるということにもとづくと推
測される。経営情報システムの管理業務レベルヘの適用においても，そのお
かれた状況， 個人的要因， システムの利用のし方， 決定スクイル，態度と
知覚，などによって，情報システムの有効性が異なると言えるのである。
N 経営情報システム変革の諸類型
1. 問題意識と分析フレームワーク
いままでの議論は，主に，情報システムの設計，利用に及ぽす情報処理課
題のあり方の影響に主眼をおいたものであった。ここでの図ー1のフレーム
ワークで示した構想にしたがい，情報処理環境の側の変数も入れた分析の検
討を行いたい。それと同時に，情報システム変革行動のダイナミックスを規
定する要因にも言及できるようなフレームワークを検討したい。すなわち，
種々の情報処理課題要請に対して，それに関連する情報処理躁境の反応をふ
まえて経営情報システム変革が適応的に形成されていく過程を描写するフレ
ームワークを考察したい。
その情報システム展開過程のフレームワークにおいても，今までの議論と
同様にまず情報処理課題の特性をとりあげる。現在の情報システムと情報処
理課題特性とが対応づけられ，それらが適合的かどうかが検討される。適合
的であれば現在の情報システムが維持利用される。一方，適合性に問題があ
れば情報システムの変革が図られることにし！新たな情報システムを構築し
たときのインパクトが好意的か適対的かが評価される。
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また一方で，現在の情報システムと情報処理環境との適合性がとりあげら
れる。それに問題がなければ硯在の情報システムが維持，利用される。しか
し適合性に問題があれば，新しい情報システムを導入することにし，そのと
きの情報処理環境の変化許容性を評価していき，許容度が大か抵抗が大かを
区分する。
このようにして，情報処理課題の側からと情報処理環境からの側の双方に
ついて新しい情報システムヘの影響をもとにそれぞれの状況で次のような情
報処理システム展開の基本戦略が立てられる。
すなわち，情報システム変革のインパクトが好意的で，情報処理環境が変
化許容的な場合には，コンピューク化を積極的に実行していくという「積極
的」情報戦略がとられる。コンピューク化のシステム・インパクトが好意的
ではあるが情報処理環境が変化抵抗的である場合には，ある特定の情報処理
課題のコンピューク化を徹底的に実行しようとする「集中的」情報戦略がと
られる。そして，コンピューク化のインパクトが敵対的であるが，情報処理
環境の変化許容性が大である場合，硯在の情報システムを暫定的なものと見
なしていく「過渡的」情報戦略がとられる。最後に，コンピューク化のイン
パクトが敵対的であり，情報システムの変化許容性が小である場合，相当大
きな変化の必要があってはじめて対策を考えるというような「受動的」情報
戦略がとられる。
以上で考察してきたフレームワークを図示すれば図ー7のようになる。そ
のフレームワークの特長は次のようなものである。
第一に，このフレームワークは，経営情報システム変革にはいくつかの類
型があり，その類型は当該企業に課せられた種々の制約や条件等を考慮しな
がら情報システム開発主体の価値観， トップの意見などを反映して形成され
るとされていることである。
また第二に，情報システム変革についての類型論は，まず，情報処理課題特
性に条件づけられるという意味で種々の環境が組織へ及ぼす規定力を見よう
とするコンティンジェンシー・アプローチの視角をとっていることである。
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そして第三に，経営情報システム展開を決定するものとして，コンピュー
タの発展状況や，情報処理課題特性等の客観的背景だけではなく，情報シス
テム変化をどの程度まで積極的に受け入れようとするかという，情報処理痕
(21) 
境のもつ変化可能性も重要な規定因としてとりあげていることである。
以上のような分析的フレームワークは西口義展 (1978)が日本の総合商社
の経営情報システムの展開例について行った分析にも適合すると思われるの
(21) この点については，経営戦略のコンティンジェンシー・アプローチを展開して
いるアンダーソン＝ペイン (1971)の議論や，マイルズ＝スノウ（1978)の脹論
と関連している。
Anderson C.R. & F. T. Payne, "Managerial Perceptions and Strategic 
Behavior," Academy of Management Journal. Vol.18, No.4, 1971参照。
Miles. A, & T. C. Snow, Organizatinal Strategy, Structure, and Pro-
cess, Mcgraw-Hill, 1978参照。
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(22) 
で，その議論をとりあげ検討したい。ただし議論の展開の構成は必ずしも，
西口 (1978)の分析と同様ではない。何よりもそこで見出だされている事実の
指摘をわれわれの分析的フレームワークにあてはめながら論じていきたい。
3. 総合商社のコンピュータ化戦略類型
(1) 基礎的視角
西口 (1978)がその実証的検討を行うに当って準拠している基礎パラダイ
ムの一つの重要なものとして英国タビストック研究所に源流を発する社会・
技術システム論の立場がある。社会・技術システム論は， リービット (H.J.
(23) 
Leavitt)が組織に関連すると考えた四変数，構造，職務，技術および人間の
中で技術と人間集団を重視する。そして，この両者がその独自の要求に応じ
て形成する技術体系と，社会体系のダイナミックな相互作用に着目する。そ
の相互作用は，構造と職務の場においてなされるが，そのあり方を究極に決
定するのは技術であるとする。そして技術体系と，社会体系の要求を同時最
適化することがめざされている。
経営情報システムも，西口 (1978)によれば，全体組織が環境適応のため
に情報の加工，変換，貯蔵を行う部分要素である。しかしそれはそれ自体そ
の環境ニーズの変化に適応しようとするオープン・システム性をもっている
とされる。 さらに， 「このアプローチに準拠すれば，経営情報システムは，
コンピュータ技術休系と社会体系が交互作用を展開する中で，徐々に形成さ
れ，その形成過程は，既存の構造ならぴに職務に影響を及ぽし，その全体的
再調整過程を通じて，組織は，喋境に動態的に適応し，環境の提起する問題
(24) 
に応えていくと理解できる」とされている。
(22) 西口義展「総合商社の MIS-MIS開発方法と組織変化一」， 降旗武彦， 赤岡
功編著「企業組織と環境適合」同文館所収， 1978年参照。
(23) H.J. Leavitt, "Applied Organization Change in Industry: Structural, 
Technical, and Human Approaches," inW. W. Cooper., H.J. Leavitt & M. 
W. Shelly I, New Perspectives in Organization Research, John Wiley & 
Sons, 1964 
(24) 西口義展 (1978)pp.121-122参照。
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このような基礎的視角のもとに，西口 (1978)は，具体的な商社の情報シ
ステム化の例をとりあげて分析した。その分析をコンピュータ技術体系に関
わる側面を情報処理課題という観点から，社会体系に関わる側面を情報処理
環境という観点からとらえて検討していきたい。
(2) 情報処理課題特性と情報処理環境
その分析において，情報処理課題特性が情報システム開発のアプローチを
規定する基本的な要因であるとの視角が設定されるとともに，他方で，情報
システム開発の主体の価値観，情報システム関連主体の情報システム展開の
受容性などの情報処理環境の変化許容性も，情報システム開発のアプローチ
(25) 
のしかたを決定するとの視角が設定されている。そのような特色をもつ分析
のフレームワークをまず検討していこう。
その議論において，情報処理課題の特性は，デークの大量性，データ構成
の複雑さ，データ加工の処理の複雑さ，などでとらえられている。営業部門
における情報システム化をデザインするときには， i）取引のルーティン性，
短期契約か長期契約か， i)取引の相手の数，納入先の数， ii)取引のロット
(26) 
および取引件数などの項目が情報処理課題特性を決定するであろう。それら
の次元は，前述のウィスラーの因果確実性，情報負荷，反復度という次元に
対応づけられる。すなわち，次のような表にまとめられるような対応関係を
取引形態の特性
取引のルー ティン性
短期契約や長期契約か
取引相手の数
納入先の数
取引ロット 取引件数
表ー7
情報処理課題の特性
因果確実性
反復度
情報負荷
(25) 西口義展 (1978)pp.141-143, pp.152-153参照。
(26) 西口義展 (1978)p. 150参照。
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見出しうるであろう。
このような情報処理課題の特性だけでなく，情報処理環境の側の変数も情
報システム開発の方向を与える。ここで情報処理環境とは経営主休の情報処
理のあり方を決定づける外的要因という意味で用いられている。それは組織
間環境であったり，種々の情報機器，データの連結可能性，情報システム推
進者の個人的価値など，要するにそれらが，当該情報システムの情報処理環
境として，変化許容性をどれほどもつかに関するものである。
たとえば，商社のような，媒介型技術を特色とする組織の場合，取引相手
との契約慣行，取引の変動性などが情報処理環境として中心的な位置を占め
るといえよう。その他に，システム計画担当者の出身または所属部門が，管
理部門であるか，営業部門であるかの相遮に応じて，システム化の方向が異
なる。このようにシステム担当者の価値観，態度も情報処理現境の重要な一
側面といえよう。これらの特性が，その当該組織の情報システムの変化許容
性を決定し，情報システムの展開のあり方を決めるという側面も強いといえ
よう。
以上のような視角のもとに，西口 (1978)は，総合商社の経営情報システ
ム開発が，種々の規定要因のもとで，どのような形で展開されてきたかを検
討しようとした。研究対象が糸ヘン商社と金ヘン商社とに分けられ，それぞ
れについて，営業部門からの情報システム化が試みられたか，あるいは管理
部門からの情報システム化が試みられたかが調査された。
(3) 研究対象としての糸ヘン商社と金ヘン商社
西口 (1978)の調査対象は，大手商社9社中の7社についての昭和53年度硯
在について過去15年にわたる経営情報システム開発と組織変化である。この
調査は聞取り調査の形で行われた。研究対象7社を，西口は糸ヘン商社と金
(27) 
ヘン商社とに区分している。ここで糸ヘン商社とは，旧関西五綿系商社（伊
藤忠，丸紅， トーメン，兼松江商， 日綿実業）をさしている。これらの商社
は， コンピュータ導入時点（昭和38年）頃においては取扱商品のうち繊維関
(27) 西口義展 (1978)p. 153参照。
経営情報システム設計と利用，展開の規定要因（広田鉛 (263)91 
係が50~60％にものぼっていたので糸ヘンと呼ばれるのである。
また，金ヘン商社とは主に鉄鋼，機械，燃料等を主たる取扱商品とした三
井物産，三菱商事，日商岩井，住友商事，安宅産業をさしている。
(4) 糸ヘン商社の情報システム
糸ヘン商社においては，繊維関係の商品が高い比重を占めるため，取引は
相対的に変動的であり，取引先はきわめて多数である。そして小口多数の取
引相手は種々様々であり異質性がきわめて高い。このように営業部門の情報
処理課題に関していうと，個々の取引の情報負荷は低く，しかも変動性が大
(28) 
であり，異質性が高い。そこで，営業部門のコンピュータ化は経済的・技術
的条件を考慮するとひき合わないものとなる。
｀ それに比して，管理部門の情報処理課題についていうと，個々の取引の異
質性や変動性が除去され，標準化されたデータを取り扱うことになり，しか
(29) 
も小口多数の取引相手や取引件数のため，情報処理負荷や反復度も高い。
ウィスラー (1975)によると，情報処理負荷が高く，反復度も高いような
情報処理課題のコンピューク化がまず主要なコンピュータ化の領域として意
識されてきたとされているが，糸ヘン商社におけるそのような情報処理課題
として，管理部門業務のコンピューク化がまず試みられた，と解することが
できる。
以上のような情報処理課題特性からする情報システム化の進展という議論
の他に，情報処理環境の変化許容性が情報システムの進展の程度を規定する
との分析はどのように展開されているだろうか。
糸ヘン商社の場合には，取引において，需給両市場の動向にかなりの変動
性が見出されるので，営業の第一線からある定型的な方法でデータを処理し
ようとする営業部門のコンピュータ化を図ろうとしても，それが経済的なや
り方でないため抵抗をうけたりすることが多かったと考えられる。その意味
でも，糸ヘン商社においては，標準化されたデータが大量に流入してくる管
(28) 西口義展 (1978)p. 150参照。
(29) 西口義展 (1978)p. 151参照。
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理部門でのデーク処理の方法の方が．より抵抗も少なく，採用されることが
多かったといえる。
また，それにもかかわらず， G社のケースでは，システム設計担当者とし
て，総務，業務系統のスクッフが情報部門のイニシアティプをとったため，シ
ステム担当者の志向性の影響を受けて，何よりもまず営業部門のシステム化
がめざされ，そこで比較的変動要素の少ない内地繊維原料取引を主業務とす
る営業部門を選ぴだし，それを機械化対象部門としてとりあげるという動き
が見られた。このようにシステム開発担当者の価値観など，情報処理環境の
あり方が，情報システム開発の方向づけを与えうる。しかしG社の場合，シ
ステム設計担当者が，途中で経理部出身者に変わったこともあり，このシス
テムが，経理部門の業務をサボートする財務会計的システムヘと変貌してい
ったというように，企業の基本的な取引に関する情報処理課題特性の規定カ
も強い。それらの基礎的条件の規定とシステム開発担当者の意思との相互作
用的過程を通じてシステム化がはかられていくと考えられる。
以上を要するに，これらの糸ヘン商社の情報システムにおいては，経理部
の商品債券事務にかかわる全社的管理の機械化が主に行われたといえる。す
なわち，これらの糸ヘン商社においては，管理部門からのアプローチがとら
(30) 
れ「ヨコの機械化」がなされたという特色をもっているといえる。
(5) 金ヘン商社
金ヘン商社と言われる商社は，鉄鋼，機械，燃料などの商品について，特
定の主カメーカーと取引関係を持ち，そのメーカーの原料輸入から製品販売
までを一貫して担当する場合が多い。取扱商品の流行性は低く，長期契約に
もとづく反復取引を行なうという特色をもっている。また取引規模（取引数
量，金額，件数など）が大であり，大量の同質データが処理される必要性が
ある。そこで，営業部門の情報処理課題は反復度が大で情報負荷も大で，確
実性が高いという特色をもつ。ウィスラー (1975)でいうと 1のセルに該当
するわけである。したがって，まず営業部門でコンピューク化が図られるの
(30) 西口義展 (1978)pp.141-143, pp.150-152参照。
経営情報システム設計と利用，展開の規定要因（広田俊） （265)93 
に十分な理由があることになる。
他方， 金ヘン商社の取引先は， 大量生産型の企業であり， それらの企業
(31) 
は，種々の調査や文献で明らかにされているように，全社的にコンピューク
化に関する抵抗が少なく，スムーズ！こ実施できるという側面がある。このよ
うな取引先のコンピューク化に対する好意性という情報処理環境のもとで，
このような商社については営業部門の業務全般を契約から決済に至るタテの
流れに沿ってコンピューク化していくという「クテの機械化」の実施が多く
見られたとされている。つまり営業部門からのアプローチによることが多か
ったことが見出されているのである。
(6) 小規模の金ヘン商社
西口 (1978)によれば金ヘン商社は営業部門からのアプローチを取る傾向
があるが，小規模な金ヘン商社については，取引の規模がそれ程大ではない
ので，営業部門の情報量はそれ程大ではなく，そのため，営業部門からのア
プローチよりは，標準化されたデータが大量に流入してくる管理部門からの
(32) 
アプローチがとられる傾向があるとされている。
以上， 情報処理課題と情報処理環境とのそれぞれのあり方が， 情報シス
テム開発の類型を規定するとの， フレームワークにもとづきながら， 西口
(1978)の議論を検討してきた。そこでは，糸ヘン商社と金ヘン商社という
対比をとりあげ，それぞれにおいて情報処理課題および情報処理環境の状態
に言及して，情報システム開発の類型を見ていった。一般的にいって，糸ヘ
ン商社は管理部門からのシステム化を行うのに対し，当初のシステム開発担
当者が総務部門の出身であったG商社では，営業部門からのアプローチが試
みられたが，担当者が経理部出身者に変更されるとともに管理部門からのア
プローチに修正された。それは，コンピューク化のインパクトが好意的でな
いのに，情報システムの変化許容性が大であるとき，「過渡的」情報戦略が
(31) 日本生産性本部会計情報システム研究会編 (1979)「会計情報システム」日本
生産性本部参照。
(32) 西口義展 (1978)p. 154参照。
94(266) 第 27巻第 3 号
とられるとした，われわれの枠組みに対応する事実である，といえよう。
V 結び
情報システムの設計・開発•利用の動態を規定する要因は何なのか？また
複雑な要因の規定のもとで，情報システムはどのように展開していくのかに
ついてのいくつかの分析例をとりあげ検討してきた。
それらの検討を通じて，経営情報システム開発の動態も，数多くのコンテ
ィンジェンシー（条件性）に規定されていること，他方，その規定要因の中
には，システム開発・利用者の態度・価値観が含められていることを検討し
てきた。ウィスラーの議論からは，様々な情報処理課題に対応して，情報シ
ステム，組織，人間がどのような類型のものとして現れるかを見た。またJレ
ーカスの議論からは，情報システムがフレキシブルでなければ多様なニーズ
に応え得ないことがわかった。また西口の議論において，コンピューク技術
休系に対して，人間系の独立的な要求にも目を向け，両者の同時最適化とし
てシステムがどのように追求されるかを見てきた。
以上のように内容的にも多様な経営情報システム研究を検討してきたが，
それらの分析手法も多様であった。ウィスラー (1978)のような類型論もあ
れば， Jレーカス (1975)のような大量サンプルについての回帰分析による定
量的分析もあった。そして西口 (1978)のような，類型論とケース・スクデ
ィの複合によるアプローチもあった。
このようなアプローチの多様性を離れて，そこでの結論についていうと，
要は各情報処理課題に対して，それに最適なコンピューク化の方法を模索す
るとともに，システム開発担当者の経歴，志向性などの情報処理環境とシス
テム化との適合性にも注意を払うことが求められているといえよう。情報処
理課題特性ー経営情報システムー情報処理環境のトークルの適合性を達成し
ながらコンピューク化をはかることが，業務のコンピューク化のみならず経
営的意思決定のコンピューク化を定着させるために不可欠であるといいうる
であろう。
